
人件費（15.8％）

物件費（9.3％）

補助費等（11.0％）

普通建設事業費（11.8％）

扶助費（17.1％）

公債費（8.3％）

積立金（9.5％）

繰出金（9.5％）

歳出総額
144億7,041万円

維
持
補
修
費

　
　
　（
1.5
％
）

貸
付
金（
1.3
％
）

災
害
復
旧
事
業
費（
4.9
％
）

歳出
衛生費
9億7,129万円

（6.7％）

土木費
14億2,557万円

（９.9％）

土木費
14億2,557万円

（９.9％）

消防費　3億3,734万円（2.3％）

教育費
10億9,157万円

（7.6％）

教育費
10億9,157万円

（7.6％）

公債費
12億3,197万円

（8.5％）

公債費
12億3,197万円

（8.5％）

商工費　5億4,565万円（3.8％）商工費　5億4,565万円（3.8％）

議会費　1億4,990万円（1.0％）

労働費
1億484万円

（0.7％）

農林水産業費
6億3,569万円

（4.4％）

農林水産業費
6億3,569万円

（4.4％）

総務費
31億921万円
（21.5％）

総務費
31億921万円
（21.5％）

民生費
41億5,881万円

（28.7％）

民生費
41億5,881万円

（28.7％）

災害復旧費
7億857万円（4.9％）

歳入総額
155億8,756万円

市　税
27億7,574万円

（17.8％）

市　税
27億7,574万円

（17.8％）

その他
18億9,656万円

（12.2％）

その他
18億9,656万円

（12.2％）

地方交付税
46億6,055万円

（29.9％）

地方交付税
46億6,055万円

（29.9％）

県支出金
15億91万円
   （9.6％）

県支出金
15億91万円
   （9.6％）国庫支出金

22億7,945万円
（14.6％）

国庫支出金
22億7,945万円

（14.6％）

市 債
１１億705万円

（７.1％）

市 債
１１億705万円

（７.1％）

諸収入
2億9,910万円（1.9％）

繰入金
10億6,820万円（6.9％）

歳入

（その他の内訳）（その他の内訳）
繰 越 金
分担金及び負担金
地方消費税交付金
地 方 譲 与 税
使用料及び手数料
地 方 特 例 交 付 金
法人事業税交付金
環境性能割交付金
利 子 割 交 付 金
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金
財 産 収 入
交通安全対策特別交付金
寄 附 金

6億5,225万円
1,490万円

５億3,081万円
1億5,871万円
1億4,989万円

1,771万円
6,418万円
1,852万円

88万円
1,784万円
1,875万円
1,011万円

196万円
2億4,005万円

財政公表

令
和
令
和
55
年
度
の
決
算
状
況

年
度
の
決
算
状
況

　
市
で
は
年
2
回
、
市
の
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
令
和
5
年
度
の
一
般
会
計
・
特
別
会
計
の
決
算
状
況
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

総
　
括

　

令
和
5
年
度
勝
山
市
一
般
会
計
決
算
は
、
歳
入
が

1
5
5
億
8
7
5
6
万
円
、
歳
出
が
1
4
4
億
7
0
4
1

万
円
と
な
り
、
歳
入
で
7
・
5
％
の
増
（
前
年
度
比
＝
以

下
同
じ
）、
歳
出
で
4
・
5
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
な

お
歳
入
歳
出
の
差
引
き
の
う
ち
翌
年
度
へ
繰
り
越
さ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
財
源
5
億
6
6
8
1
万
円
を
引
い
た
5
億

5
0
3
4
万
円
が
実
質
的
な
黒
字
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
　
入

　
歳
入
で
は
、
市
税
が
4
・
9
％
減
の
27
億
7
5
7
4
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち
市
民
税
は
、
前
年
度
に
平

年
を
大
き
く
上
回
る
納
税
が
あ
っ
た
大
口
法
人
の
納
税
額

が
減
少
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
1
億
6
5
4
8
万
円

（
12
・
2
％
）減
の
11
億
8
6
1
5
万
円
と
大
幅
な
減
額
と

な
り
ま
し
た
。

　
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
は
、
前
述
の
法
人
市

民
税
に
お
い
て
前
年
度
の
好
調
な
業
績
を
受
け
、
大
口
法

人
の
納
税
実
績
が
大
き
く
伸
び
た
こ
と
が
令
和
5
年
度
の

算
定
に
反
映
さ
れ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
普
通
交
付
税
が

減
額
と
な
っ
た
ほ
か
、
令
和
5
年
7
月
大
雨
災
害
に
よ
る

災
害
復
旧
規
模
が
令
和
4
年
8
月
大
雨
災
害
よ
り
小
さ

か
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
特
別
交
付
税
も
減
額
と
な
っ
た

結
果
、
4
・
8
％
減
の
46
億
6
0
5
5
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

そ
の
他
に
は
、
大
雨
に
よ
り
被
災
し
た
農
地
、
林
道
、

道
路
河
川
の
早
期
復
旧
に
向
け
災
害
復
旧
事
業
に
着
手
し

た
こ
と
に
よ
り
県
支
出
金
や
市
債
も
増
額
と
な
り
ま
し

た
。歳

　
出

　
歳
出
で
は
、
総
務
費
に
お
い
て
高
騰
す
る
電
気
料
金
に

対
し
て
家
計
へ
の
支
援
を
行
う
た
め
1
人
あ
た
り
月

5
0
0
円
を
交
付
し
た
電
気
料
高
騰
対
策
支
援
交
付
金
事

業
な
ど
の
実
施
に
よ
り
50
・
9
％
増
の
31
億
9
2
1
万
円

と
大
幅
な
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
民
生
費
は
、
認
定
こ
ど
も
園
の
園
舎
改
築
な
ど
に
係
る

補
助
金
を
交
付
し
た
こ
と
や
、
国
に
よ
る
低
所
得
世
帯
へ

の
給
付
金
給
付
事
業
等
に
よ
り
10
・
1
％
増
の
41
億

5
8
8
1
万
円
と
大
幅
な
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
災
害
復
旧
費
が
29
・
7
％
増
の
7
億
8
5
7
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
令
和
5
年
度
の
財
政
調
整
基
金
残
高
は
、
2
年
連
続
で

発
生
し
た
大
雨
災
害
の
復
旧
に
関
し
、
当
初
の
災
害
査
定

額
を
上
回
る
変
更
増
額
等
の
財
源
（
国
県
支
出
金
及
び
災

害
復
旧
事
業
債
）
が
後
年
度
で
精
算
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、

所
要
一
般
財
源
不
足
に
対
応
す
べ
く
財
政
調
整
基
金
か
ら

取
崩
し
を
お
こ
な
っ
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
末
か

ら
4
億
6
2
0
9
万
円
減
少
し
、
総
額
12
億
5
8
9
6
万

円
と
な
り
ま
し
た
。

　

一
般
会
計
の
市
債
残
高
は
、
新
規
発
行
額
が
11
億

7
0
5
万
円
、
元
金
償
還
額
が
11
億
6
2
1
1
万
円
と
な

り
、
こ
れ
ら
の
差
引
額
5
5
0
6
万
円
が
前
年
度
か
ら
減

少
と
な
り
1
2
0
億
8
3
5
8
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

合計120億8,358万円

市 税 の 収 入 状 況

一 般 会 計
目 的 別 市 債 残 高

指 標 で み る 財 政 事 情

市 有 財 産 の 状 況

会　　計　　名 歳入決算額 歳出決算額 差し引き
149万円

1億9,949万円
826万円
227万円

5万円
3,204万円

0万円
0万円

育 英 資 金
下 水 道 事 業
農 業 集 落 排 水 事 業
国 民 健 康 保 険
後 期 高 齢 者 医 療
介護保険（保険事業勘定）
介護保険（介護サービス事業勘定）
市 有 林 造 成 事 業

3,240万円
9億4,462万円
1億9,005万円

22億8,603万円
3億8,784万円

28億2,863万円
965万円

4,455万円

3,091万円
7億4,513万円
1億8,179万円

22億8,376万円
3億8,779万円

27億9,659万円
965万円

4,455万円

27億7,574万円

市民税
1１億8,615万円

（42.7％）

固定資産税
11億8,786万円

（42.8％）

軽自動車税
8,734万円（３．2％）
市たばこ税
1億5,370万円（5.5％）

入湯税
2,604万円（0.9％）
都市計画税
1億3,465万円（4.9％）

市 債 残 高 の 状 況
一 般 会 計
下 水 道 事 業
農業集落排水事業
市有林造成事業

合　　　　計

特
別
会
計

120億8,358万円
46億8,367万円
１0億3,196万円

4,090万円
178億4,011万円

（令和6年3月31日現在）
建　　物
土　　地
立　　木
基　　金
　現金・預金等
　うち財政調整基金
　うちその他の基金
　土　地
有価証券
出 資 金
債　　権　　

13万8,530㎡
2,312万4,973㎡

31万1,696㎥

55億2,719万円
１2億5,896万円
42億6,823万円

2,951㎡
3億2,420万円
2億7,167万円
1億6,176万円

民生  1億3,344万円
衛生　3億3,056万円

農林水産
5億4,265万円

土木（公園）
9,583万円

教育

その他
8億6,138万円

消防 3億1,534万円15億4,669万円

臨時
財政対策債
39億
9,646万円

商工 4億7,877万円

土木（都市計画）
２1億5,667万円

土木（道路橋りょう・住宅）
16億2,579万円

特別会計特別会計

勝　 山 　市

R5
年
度

R4
年
度

勝山市（速報値）
県内9市平均（速報値）

88.9％

経常収支比率
92.5％
94.3％

財政力指数
＊ ＊

0.42
県内9市平均 92.1％ 0.61

0.42
0.61

全  国  平  均 91.5％ 0.62

財 政 健 全 化 判 断 比 率
＊ ＊ ＊ ＊

勝山市（速報値）
早期健全化基準

実質赤字比率
－－－

14.00

連結実質赤字比率
－－－

19.00

実質公債費比率
8.9

25.0

将来負担比率
32.9

350.0
県内9市平均（速報値） －－－ －－－ 7.9 50.2

＊
用
語
解
説

【
経
常
収
支
比
率
】
財
政
構
造

の
弾
力
性
（
余
裕
）
を
あ
ら
わ

し
た
も
の
。
毎
年
経
常
的
に

収
入
さ
れ
る
財
源
の
う
ち
、

人
件
費
・
扶
助
費
・
公
債
費

な
ど
、
必
ず
支
払
う
経
費
の

割
合
。

　

１
か
月
の
家
計
に
例
え
る

と
、
食
費
や
家
賃
、
光
熱
費
、

水
道
代
、
ロ
ー
ン
返
済
な
ど

毎
月
決
ま
っ
て
支
払
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
経
費
の
合
計

が
、
給
料
総
額
に
対
し
て
ど

の
程
度
占
め
る
か
を
あ
ら
わ

し
た
も
の
で
す
。

【
財
政
力
指
数
】
地
方
公
共
団

体
の
財
政
力
を
あ
ら
わ
し
た

も
の
。

　
一
般
の
家
庭
に
例
え
る
と
、

別
居
し
て
い
る
子
ど
も
の
、

標
準
的
な
生
活
費（
家
賃
や
食

費
な
ど
）に
対
す
る
標
準
的
な

収
入
（
給
料
な
ど
）
の
割
合
で

す
。
な
お
、
標
準
的
な
生
活

費
と
標
準
的
な
収
入
の
差
額

で
不
足
が
生
じ
る
と
親
か
ら

の
仕
送
り
（
普
通
交
付
税
）
が

必
要
と
な
り
ま
す
。

【
実
質
赤
字
比
率
】
一
般
会
計

な
ど
の
実
質
赤
字
が
標
準
財

政
規
模（
地
方
公
共
団
体
が
自

由
に
使
え
る
財
源
の
標
準
的

な
収
入
）に
占
め
る
割
合
。

　

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
家
庭
に
例

え
る
と
、
一
年
間
の
収
入
と

支
出
の
差
引
に
お
い
て
赤
字

が
生
じ
た
場
合
、
赤
字
額
が

そ
の
年
の
家
庭
の
給
料
総
額

に
対
し
て
ど
の
程
度
占
め
る

か
を
あ
ら
わ
し
た
も
の
で
す
。

【
連
結
実
質
赤
字
比
率
】
全
会

計（
一
般
会
計
な
ど
だ
け
で
な

く
、
そ
の
他
の
特
別
会
計
を

含
む
）の
実
質
赤
字
が
標
準
財

政
規
模
に
占
め
る
割
合
。

【
実
質
公
債
費
比
率
】
一
般
会

計
な
ど
が
負
担
す
る
市
債
な

ど
の
償
還
金
が
標
準
財
政
規

模
に
占
め
る
割
合
。

　

別
居
し
て
い
る
子
ど
も
を

持
つ
家
庭
に
例
え
る
と
、
親

の
ロ
ー
ン
の
ほ
か
、
親
が
肩

代
わ
り
し
て
子
ど
も
の
ロ
ー

ン
を
返
済
し
て
い
る
場
合
、

そ
の
返
済
金
の
合
計
が
、
親

の
給
料
総
額
に
対
し
て
ど
の

程
度
占
め
る
か
を
あ
ら
わ
し

た
も
の
で
す
。

【
将
来
負
担
比
率
】
一
般
会
計

な
ど
が
将
来
負
担
す
べ
き
債

務
が
標
準
財
政
規
模
に
占
め

る
割
合
。

　

別
居
し
て
い
る
子
ど
も
を

持
つ
家
庭
に
例
え
る
と
、
親

の
ロ
ー
ン
の
残
高
、
子
ど
も

の
ロ
ー
ン
の
残
高（
親
が
肩
代

わ
り
し
て
返
済
す
る
額
）、
家

族
の
将
来
の
冠
婚
葬
祭
な
ど

に
係
る
経
費
の
総
額
か
ら
、

そ
れ
に
充
て
る
こ
と
の
で
き

る
財
源
（
貯
金
な
ど
）
を
差
し

引
い
た
額
が
、
そ
の
年
の
給

料
総
額
に
対
し
て
ど
の
程
度

占
め
る
か
を
あ
ら
わ
し
た
も

の
で
す
。

問
財
政
課（
市
役
所
3
階
）　
☎
88
‐
8
1
2
0
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